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新型コロナウイルス感染症第六波の感染拡大対応に関する提言書 

 

 

奈良県において連日1,000名前後の感染が続く中、自宅療養者も9,000名を上

回っています。県民の安心安全を確保し、医療体制を守りながら、できるだけ

社会経済活動を維持していくため、以下を提言します。 

 

１．保健所の体制強化 

  保健所のひっ迫により、検査陽性者に対して数日間連絡がない状態が継続

しています。自宅療養者の健康確認に当たる地域の医療従事者も、いまだに

円滑に保健所との連絡が取れません。また、10日の自宅療養期間が経過して

も、保健所による問診が行われないため、活動に復帰して差し支えないか戸

惑う県民も多く出ており、社会経済活動がさらに停滞する恐れがあります。

県民の安心安全を確保するためには、奈良県を挙げて保健所機能を強化する

ことが不可欠です。 

また、病床占有率が高止まりを続ける中、重症化・中等症化するリスクの

高い人を判別し、優先的に入院につなげることが喫緊の課題です。地区医師

会の医師と保健所との間のホットラインを、早急に開設されるよう求めます。

保健所による発熱外来の手配が追い付いておらず、かかりつけ医の診察を受

けられない児童生徒や子育て世帯のため、学校等や市教育委員会による調整

も可能となるよう検討願います。 

 

２．小学校休業等対応助成金及び雇用調整助成金の上乗せ 

  学校や児童福祉施設でも感染が広がり、学級単位や学校単位での登校停止

等も頻発しています。保護者の中には、欠勤せざるを得ない方が多数発生し

ていますが、本県に適用される小学校休業等対応助成金の日額上限は、２月

11,000円、３月は9,000円となる見込みです。まん延防止等重点措置が適用さ

れる近隣府県では、15,000円が上限です。感染拡大による保護者への影響に

は、近隣府県と本県で大差はなく、雇用主の負担を軽減し、保護者が自己の 



 

有給休暇を使わなくても児童生徒のケアに当たることができる環境を確保す

るため、小学校休業等対応助成金の上乗せ支援が必要です。雇用調整助成金

についても同じ差額が生じており、第四波における県上乗せを再度実施され

ることを求めます。 

 

３．県内事業者への支援 

  県民の自粛活動により、多くの県内飲食店は実質的に開店休業状態となっ

ています。飲食店と取引を行う生産者や事業者にも広く影響が及んでいます。

昨年、県内では月次支援金等を受けられなかった事業者も多く、現在、事業

復活支援金（月次支援金等の受給歴があれば、事前審査は不要）の申請支援

に、商工会等が必死で当たっている状況です。制度融資については、売り上

げが十分回復しない中で返済時期を迎え、事業継続に悩む事業者も少なくあ

りません。Go To キャンペーンや「いまなら。キャンペーン」による消費喚

起だけでは、高級店や有名店に偏り、地元店舗には十分行き渡らない点が懸

念されます。市町村と連携した消費喚起を含め、県内事業者への支援拡充が

必要です。 

 

   令和４年２月７日 

   奈良県知事 荒井 正吾 様 
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